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令和７年度
第１回関市流域治水協議会

日時:令和７年６月４日（水） １４時～
場所:関市役所 ６階 ６－６会議室
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議事次第
１．開 会
２．開会挨拶
３．議 事

（１）具体的対策取り組み及び進捗状況について
（２）第３次 新五流域総合治水対策プランにおける関市の取り組み
（３）オブザーバーの意見

４．その他
５．閉会挨拶
６．閉 会



3

R6 R7 R8 R9 R10以降

樹木伐開、河道掘削の推
進 桐谷川

きりやがわ

、汾陽寺谷川
ふんようじたにかわ

の浚渫 土木課 継続

雨水貯留施設補助制度
店舗へのチラシ配布など助成制度の
ＰＲ

土木課 継続

田んぼダムの実施範囲拡大 農林課 継続

関川、吉田川流域治水対策検討業務
による効果試算

土木課 R7

立地適正化計画の策定 都市計画課 継続

立地適正化区域外の建築時の届出
（開発指導）

都市計画課 継続

内水ハザードマップの作
成

内水浸水想定区域図、ハザードマッ
プの作成

下水道課

危機管理課
R9

災害・避難カード作成事
業【拡大】

住民への防災意識の周知 危機管理課 継続

防災(流域治水)教育の
実施

防災(流域治水)に関する児童向け
ＰＲの作成

学校教育課 継続

③被害の軽減、
早期復旧・復興
のための対策

①氾濫をできる
だけ防ぐ、減ら
す対策

②被害対象を減
少させるための
対策

事業期間

対策 具体的対策内容 所管課
目標完了
年度

田んぼダムの利活用

立地適正化計画の策定
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田んぼダム動画
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田んぼダムの効果
・田んぼダムの実施により、流域からの流出量
のピークを低減。
・将来計画規模の洪水に対して、
地点Aでピーク水位を約0.2m低減
地点Bでピーク水位を約0.2m低減
地点Cでピーク水位を約0.3m低減

ほたる川（関川区間）0k200 横断図

ほたる川（吉田川区間）0k830 横断図

ピーク水位約0.2m低下

ピーク水位約0.1m低下
▽田んぼダムあり（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：将来計画規模）

▽田んぼダムあり（外力：将来計画規模）

ほたる川（吉田川区間）0k200 横断図

流域①(関川流域)

流出量のピーク
約2.5m3/s低減

※水位は不等流計算結果

流域からの流出量の変化

流出量のピーク
約2m3/s低減

水田に一時的に
貯留しゆっくり
排出する

ほたる川河道内の水位の変化

地点B

地点A

地点C

水田に一時的に
貯留しゆっくり
排出する

流域②(吉田川流域)

：流域界（関川・吉田川）
：流域界（ほたる川）

流域
①

流域
②

田んぼダムなし

田んぼダムあり

田んぼダムなし

田んぼダムあり

地点
A

地点
C

地点
B

ピーク水位約0.2m低下

ピーク水位約0.2m低下

▽田んぼダムあり（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：将来計画規模）

▽田んぼダムあり（外力：将来計画規模）

▽田んぼダムあり（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：暫定計画規模）

▽田んぼダムなし（外力：将来計画規模）

▽田んぼダムあり（外力：将来計画規模）

ピーク水位約0.3m低下

ピーク水位約0.2m低下

10

将来計画：雨量確率1/20
暫定計画：平成26年8月洪水
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「伝統的防災施設」岐阜県 県土整備部 河川課HPより
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（２）第３次 新五流域総合治水対策プランにおける関市の取り組み
新五流域総合治水対策プラン

岐阜県において策定
県内の主要な流域である
５つの流域
⾧良川、揖斐川、木曽・飛騨川
土岐川、宮川

中⾧期的なビジョンにたった
総合的な治水対策として
「新五流域総合治水対策プラン」
（新五流総）
を平成１９年までに策定
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（２）第３次 新五流域総合治水対策プランにおける関市の取り組み

長良川流域

次期治水対策プランへの流域治水対策追加検討 市町村名： 関市

目的
施策＃
※１

施策 実施主体

地域
特性
推奨
施策

今回（変更）

次期プランへの
掲載について
★：新規追加
○：強化・継続

実施
△：要検討
×：不可
－：対象外

目標期間

★・○ →【 実施内
容 】

△・× →【課題やできない理
由】

１

氾
濫
を
防
ぐ
・
減
ら
す

1-1 洪水氾濫の防止 ＃１
河道掘削・築堤・引堤・放水路、
ダム・遊水地、輪中堤

河川管理者 ○ ○強化・継続実施 次期短期 河道掘削等、流下能力向上させる。

洪水氾濫の防止（排水元の
管理者の責任で設置・管理
することが原則）

＃４ 排水施設・ポンプ（河川） 河川管理者 ○ ○強化・継続実施 次期短期
老朽化や流下に支障がある施設について整備・
更新等の対策を行う。

自然共生川づくり（岐阜県
版多自然川づくり）

★
川幅を拡げ河道内貯留機能を高め
てゆっくり流す

河川管理者 ○ △要検討 次期短期
市街地内の河川は用地に制限があるため、現河
道で河道内貯留機能を持たせられるか要検討

水防団活動 ★
水防団活動支援、担い手を増やす
ための支援

市町村 等 ○ ○強化・継続実施 次期短期
消防庁通知などにより団員への報酬の見直しを
行いこれを継続する。

1-2

内水の排除（排水元の管理
者の責任で設置・管理する
ことが原則）

＃５ 排水施設・ポンプ（下水道） 下水道管理者 ○強化・継続実施 次期短期 内水浸水想定区域を策定し、課題を整理する。

集
水
域
に
お
け
る
対
策

＃６
用排水施設・ポンプ（農業水利施
設）

国・都道府県
農業水利施設管理者
等

△要検討 次期短期 用水管理者との協議及び協力が必要

＃７
排水施設・ポンプ（普通河川・水
路）

施設管理者 ○強化・継続実施 次期短期 堆積土砂の撤去等による貯留機能の向上

河川への流出抑制、市街地
等の浸水の防止

＃８
雨水貯留浸透施設（調節地・公共
施設）

市町村・都道府県 ○ ○強化・継続実施 次期短期
既設排水施設を再検討し、必要な調整池を計画
する。

排水区域内の浸水の防止 ＃９ 雨水貯留浸透施設（下水道） 下水道管理者 ○ △要検討 次期短期 内水浸水想定区域の結果を基に要検討。

市街地等の浸水の防止 ＃１０ 雨水貯留浸透施設（民間施設） 民間事業者・個人 ○ ○強化・継続実施 次期短期 雨水貯留施設設置補助制度を活用

農地等の浸水の防止

＃１１ ため池の活用
市町村・都道府県
農業者

○ △要検討 次期短期
施設の老朽化に伴う機能保持の確保や、改修の
必要性など検討が必要。

＃１２ 「田んぼダム」 農業者 ○ ○強化・継続実施 次期短期
関市役所北の吉田沖の田園地帯約200haを対象
とした、田んぼダムを計画・実施。Ｒ４:16.6
ｈａ、Ｒ５:40.3ha

森林の浸透・保水機能の発
揮

＃１５ 森林整備・治山対策
国・都道府県・市町
村
森林所有者 等

○ ○強化・継続実施 次期短期 森林環境贈与税を活用し、私有林の管理を行う。

農地における浸透能の向上
耕作地・耕作放棄地の浸透能を高
める

市町村
農業者

○ △要検討 次期短期
耕作者との協議や、地権者が不明などの課題に
対し検討が必要。

【凡例】・取組内容

・目標期間 次期短期：今後概ね10年 中期：今後概ね20～30年 長期：今後概ね30年～

★新規追加：今後新たに取り組む予定である。 ○強化・継続実施：既存の取組について、強化または継続して取り組む。

△要検討：取組の可否について検討が必要である。 ×不可：取り組むことができない。 対象外：実施主体ではない等により、対象外の取組
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（２）第３次 新五流域総合治水対策プランにおける関市の取り組み

【凡例】・取組内容

・目標期間 次期短期：今後概ね10年 中期：今後概ね20～30年 長期：今後概ね30年～

★新規追加：今後新たに取り組む予定である。 ○強化・継続実施：既存の取組について、強化または継続して取り組む。

△要検討：取組の可否について検討が必要である。 ×不可：取り組むことができない。 対象外：実施主体ではない等により、対象外の取組

２

被
害
対
象
を
減
ら
す

氾
濫
域
に
お
け
る
対
策

新たな居住に対し、立地を規制する居住
者の人命を守る

＃１８ 災害危険区域 市町村・都道府県 △要検討 次期短期 住民の理解が得られるか検討が必要。

既存の住居に対し、住まい方を工夫する ＃１９
住宅等の防災改修（嵩上げ・ピロ
ティ化等）

市町村・都道府県 ○ △要検討 次期短期
災害危険区域等の指定に合わせて事業化を検討
する

既存の住居に対し、移転を促す

＃２０ 住居の集団移転 市町村 △要検討 次期短期
災害危険区域等の指定に合わせて事業化を検討
する

＃２１ 住居の個別移転 市町村 △要検討 次期短期
災害危険区域等の指定に合わせて事業化を検討
する

防災まちづくり

＃２２ 居住誘導区域、防災指針 市町村 ○ ○強化・継続実施 次期短期 居住誘導区域の決定

＃２３ 防災まちづくり連携土砂災害対策
国・都道府県・市町
村

△要検討 次期短期 実施可能性については検討が必要であるため。

氾濫拡大の抑制 ＃２５ 浸水被害軽減地区（盛土構造物等）水防管理者 ○ △要検討 次期短期 住民の理解が得られるか検討が必要。

危機管理型水位計・河川カメラ・岐阜県
川の防災情報

★ 適切な管理・運用
国・都道府県・市町
村

○ ○強化・継続実施 次期短期 浸水被害が想定される施設への設置

３

被
害
の
軽
減
・
早
期
復
旧

氾
濫
域
に
お
け
る
対
策

避難の確保（平時）

＃２６
★

リスク空白域の解消
（浸水想定区域・ハザードマッ
プ）

河川管理者・
下水道管理者・市町
村

○ ○強化・継続実施 次期短期
内水浸水想定区域図、内水ハザードマップの作
成

＃２７
要配慮者利用施設の避難確保計
画・訓練

市町村
施設管理者

○強化・継続実施 次期短期 施設管理者への情報共有

避難の確保（災害時） ＃２８
迅速・円滑な避難（避難のための
情報発信）

市町村・個人
気象庁・河川管理者

○ ○強化・継続実施 次期短期 あんしんメール、HPなどで情報発信。

経済影響の軽減等 ＃２９ 浸水対策（耐水化・止水壁等）
市町村・都道府県
民間事業者

○ △要検討 次期短期 対象エリアや施設管理者等との検討が必要。

防災リーダー育成 ★ 防災減災に関わる人材の育成
国・都道府県・市町
村

○ ○強化・継続実施 次期短期 防災に関する出前講座を行い防災意識を高める

伝統的な浸水対策（水屋、自然堤防集
落）

★
地域の知恵として見直し現代に活
かす

国・都道府県・市町
村

○ ○強化・継続実施 次期短期 防災に関する出前講座を行い防災意識を高める

浸水に備えた街並み（長良川鵜飼屋、川
原町地区）

★
自助共助公助により浸水に強い街
を実現

国・都道府県・市町
村

○ ○強化・継続実施 次期短期
自主防災活動への補助事業を継続し自助・共助
意識を高める。

新五流総地域委員会における大規模災害
減災協議会の開催

★ 県・市町村の情報共有 都道府県 ○ ○強化・継続実施 次期短期 新五流総地域委員会と情報共有し進める。

※１：ナンバー（＃）は国土交通省の流域治水施策集の番号、★は岐阜県の独自性が高い取組み
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（３）オブザーバーの意見
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４． その他


